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１ 【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】

平成25年１月29日に提出いたしました第44期（自　平成23年11月１日　至　平成24年10月31日）に係る

有価証券報告書の記載事項の一部に誤りがありましたので、これを訂正するため有価証券報告書の訂正報

告書を提出するものであります。

　

２ 【訂正事項】

第一部　企業情報

第２　事業の状況

４　事業等のリスク

　

３ 【訂正箇所】

訂正箇所は　　を付して表示しております。
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第一部　【企業情報】

第２ 【事業の状況】

４ 【事業等のリスク】

（訂正前）

(２) 法的規制等について

当社グループは、以下の通り、住宅事業において、建設業法に基づき国土交通省から特定建設業許可

を、宅地建物取引業法に基づき国土交通省から宅地建物取引業免許を受けております。また、建築士法

に基づき各都道府県において一級建築士事務所として登録しております。当社グループの事業の継続に

は、これらの免許、許可及び登録が必要であり、将来において、これらの関連法令が改定された場合や

新たな法規制が設けられた場合には、新たな義務や費用の発生等により、当社グループの業績や財政状

態に影響を及ぼす可能性があります。

さらに、当社グループは、住宅事業においては、上記の他、建築基準法、都市計画法、国土利用計画

法、住宅品質確保促進法等、ホテル事業においては、旅館業法、食品衛生法、温泉法、公衆浴場法等、

ビール事業においては酒税法等の規制を受けております。当社グループでは、コンプライアンス規程を

設け、これら諸法令の遵守に努めておりますが、今後これらの規制の改廃や新たな法的規制が設けられ

た場合には、当社グループの業績が影響を受ける可能性があります。また、今後、何らかの理由により

免許及び登録の取消・更新欠格による失効等があった場合には、当社グループの主要な事業活動に支障

をきたし、業績や財政状態に重大な影響を及ぼす可能性があります。

　
～中略～

　
(13) 引渡時期による業績変動について

当社グループの主力事業である住宅事業においては、工事進行基準が適用される物件を除き、顧客へ

の物件引渡し時に売上が計上されます。引渡時期については、顧客の生活環境等によるところが大き

く、転勤、天候等の影響があるため第２四半期及び第４四半期に集中する傾向があります。したがっ

て、引渡し時期の動向が四半期業績を含め、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性がありま

す。
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（訂正後）

(２) 法的規制等について

当社グループは、以下の通り、住宅事業において、建設業法に基づき国土交通省から特定建設業許可

を、宅地建物取引業法に基づき国土交通省から宅地建物取引業免許を受けております。また、建築士法

に基づき各都道府県において一級建築士事務所として登録しております。当社グループの事業の継続に

は、これらの免許、許可及び登録が必要であり、将来において、これらの関連法令が改定された場合や

新たな法規制が設けられた場合には、新たな義務や費用の発生等により、当社グループの業績や財政状

態に影響を及ぼす可能性があります。

さらに、当社グループは、住宅事業においては、上記の他、建築基準法、都市計画法、国土利用計画

法、住宅品質確保促進法等、ホテル事業においては、旅館業法、食品衛生法、温泉法、公衆浴場法等、

ビール事業においては酒税法等の規制を受けております。当社グループでは、コンプライアンス規程を

設け、これら諸法令の遵守に努めておりますが、今後これらの規制の改廃や新たな法的規制が設けられ

た場合には、当社グループの業績が影響を受ける可能性があります。

なお、本報告書提出日において、当社グループの主要な事業活動に必須の免許または登録の取消事

由・更新欠格事由に該当する事実は存在しておりません。しかしながら、今後、何らかの理由により免

許及び登録の取消・更新欠格による失効等があった場合には、当社グループの主要な事業活動に支障を

きたし、業績や財政状態に重大な影響を及ぼす可能性があります。

　
～中略～

　
(13) 引渡時期による業績変動について

当社グループの主力事業である住宅事業においては、工事進行基準が適用される物件を除き、顧客へ

の物件引渡し時に売上が計上されます。一方、当社グループの住宅事業における売上高は、北海道、東

北地方、北陸地方といった多雪地域の占める割合が60％を超えております。これらの地域では、春先に

着工し第４四半期に引き渡す物件の割合が高いため、売上高が第４四半期に集中する傾向があります。

　
(14) 税務上の繰越欠損金について

当社及び一部の連結子会社は、過年度に生じた税務上の繰越欠損金により課税所得が発生しておりま

せん。しかしながら、税制改正により平成25年10月期から、繰越欠損金の控除限度額が、従来の課税利

益の100％から80％に引き下げられるため、以降については課税所得が発生いたします。また、今後当

社の業績が順調に推移した場合は、税務上の繰越欠損金の全額を使用できる可能性がありますが、業績

動向によっては、繰越欠損金の繰越期間の満了により、欠損金が消滅することも考えられます。繰越欠

損金が解消された場合、通常の税率に基づく法人税、住民税及び事業税の負担が発生し、当社の経営成

績等に影響を与える可能性があります。
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